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１ 

議事１ 平成２３年度主要事業の報告について 

（１）第５期介護保険事業計画の策定について 

 

 １ 事業の概要  
 介護保険法第１１７条に基づき、平成２４年度から平成２６年度までの第５期介

護保険事業計画を平成２３年度中に策定するものとしており、高齢者要望等実態調

査、策定委員会による審議を踏まえ、平成２４年３月に計画策定を行った。  
 

 ２ 策定の経緯  
  ① 高齢者要望等実態調査の実施  
   時 期 平成２３年２月  
   対象者 佐賀中部広域連合管内の高齢者  
   ＊ 補足調査等を２回実施  

 
 ② 策定委員会の開催  
  期 間 平成２３年６月から平成２４年１月まで  
  回 数 策定委員会開催回数 ６回  
      策定委員会分科会開催回数 ２回  
 
 ③ 広域連合議会  
  給付費及び保険料に係る予算及び条例等の審議  
  会期 平成２４年２月１４日から１７日まで  
 

 ３ その他  
  ① 事業計画書の配布  
   配布時期 ４月上旬  
   配  布  先 広域連合関係市町、地域包括支援センター  
        介護保険施設、居宅介護支援事業所  
        医療・福祉・行政の関連団体等  
 
  ② 広報等  
   ア  事業計画概要版の配布  
   配布時期 ４月中旬  
   配  布  先 広域連合内全世帯  
   イ  住民説明会の開催  
   住民に対する説明会開催  
   老人クラブ、民生委員会等への出張説明会  



 

２ 

（２）第５期からの制度改正について 

 １ 要介護認定に係る有効期間の見直しについて 

  全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料（本年２月２３日開催） 

抜粋Ｐ３５６より 



 

３ 

抜粋Ｐ３５９より 



 

４ 

 ２ 介護報酬、基準省令等の改正について 

 

 ア 現在の進捗状況 

 平成２４年１月２５日に社会保障審議会に厚生労働大臣より改定内容に係る諮問

を行い、原案了承の答申を受けたこと、また、それに伴う所要の省令の改正等を行

うため、平成２４年１月２６日～２月２４日に報酬改定及び省令改正のパブリック

コメントが行われた。 

 今後は、３月中旬から下旬にかけて、介護報酬に係る告示及び省令改正が行われ

る。 

 

 イ 佐賀中部広域連合の対応 

  ① 事業所周知 

    佐賀県と共同で、次の日程で事業者説明会を行う。 

    ３月８日 午前１０時から 

         会場：アバンセ 

    ３月９日 午前１０時から 

         会場：多久市中央公民館 

  ② 住民周知 

  ・「介護保険べんり帳」の配布  
    配布時期 ４月中旬  
    配  布  先 広域連合内全世帯  
 

 ウ 改正点の主な内容 

  ① 基本的な考え方 

   ・改定率について 

介護職員の処遇改善の確保、賃金、物価の下落傾向、介護事業者の経営状況、

地域包括ケアの推進等を踏まえ、全体で１．２％の介護報酬改定を行う。 

  ② 基本的な視点 

高齢者の尊厳保持と自立支援という介護保険の基本理念を一層推進するため、

以下の基本的な視点に基づき、各サービスの報酬・基準についての見直しを行

う。 

      ・地域包括ケアシステムの基盤強化 

      ・医療と介護の役割分担・連携強化 

      ・認知症にふさわしいサービスの提供 

  ③ 全サービスの報酬・基準見直しに関する内容 

   介護職員の処遇改善等に関する見直し 

    ・介護職員の処遇改善に関する見直し（次ページ参照） 

    ・地域区分の見直し



 

５ 

  介護職員の処遇改善に関する見直しについて 

（平成２４年１月２６日～２月２４日厚生労働省パブリックコメント案） 

抜粋 



 

６ 

 

 



 

７ 

 ３ 地域密着型サービス事業に係る指定基準について 

 

  ア 介護保険法の改正について 

改正介護保険法（平成２４年４月１日施行）の規定により事業所の指定基準を地

方公共団体が条例で定めることとなっている。 

    ・地域密着型サービス‥‥市町村（介護保険者） 

    ・地域密着型サービス以外のサービス‥‥都道府県 

 

  イ 定めるべき指定基準 

   ① 事業所の法人格 

   ② 人員基準 

   ③ 設備基準（面積等） 

   ④ 小規模多機能及び認知症デイの利用定員 

   ⑤ 運営基準（利用者の適切な利用、処遇、安全基準及び秘密保持に限る） 

   ⑥ 小規模多機能及び認知症デイ以外の利用定員 

   ⑦ その他の指定等に必要な基準 

    ※ ・①～⑤は、厚生労働省令の定める基準に従うものとするが、厚生労働省

令で定める範囲内で独自の基準を設けることができる。 

      ・⑥は、厚生労働省令の定める基準を標準とする 

      ・⑦は、厚生労働省令の定める基準を参酌する 

 

 ウ 佐賀中部広域連合における方向性 

指定基準の作成については、佐賀県下一斉で行うことにより、県内の基準を均衡化

し、また、事務の軽減を図る。 

   （スケジュール等） 

   平成２４年４月～ 指定基準の県内協議 

        ７月～ 指定基準のパブリックコメント 

        ９月～ 条例・規則の原案作成 

   平成２５年２月  広域連合議会議案提出 

 

 

 


